
伊勢崎市学校給食調理場個別施設計画（案） 概要版

◇伊勢崎市学校給食調理場個別施設計画の背景と目的

伊勢崎市学校給食調理場個別施設計画

は、公共施設等総合管理計画にもとづき、

学校給食調理場の維持・管理を第一に、

中⾧期的な維持管理や改修等に係る更新

コストの縮減と平準化、環境の質的改善

も考慮し適切に改修等を実施することで、

学校給食施設の維持管理・更新にかかる

トータルコストの縮減を目指す。
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年度

和暦（西暦）

総合計画

計画期間：10年

公共施設等総合管理計画

計画期間：30年

個別施設計画

計画期間：26年

(2
0
2
0
)

(2
0
2
5
)

(2
0
4
0
)

(2
0
1
6
)

令
和
2年

令
和
7年

(2
0
3
5
)

令
和
17
年

(2
0
4
5
)

令
和
12
年

令
和
22
年

令
和
27
年

(2
0
3
0
)

平
成
28
年

前期 後期

短期 中期 中⾧期 ⾧期

短期 中期 ⾧期

計 画 期間

計画期間は、令和2年度（2020年度）から令和27年度（2045年度）までの26年間とします。

◇計画対象施設
伊勢崎市学校給食センター条例により設置が定められている学校給食調理場４棟１施設を

計画の対象とします。各施設の劣化状況は以下のとおりです。

○構造躯体の健全性の評価フロー○構造躯体以外の劣化状況○児童・生徒数の推計教育委員会が独自に試算した推計では、児童数は引き続き減少傾向を示し、生徒数は微増が○改修等の基本的な方針公共施設等総合管理計画における基本的な◇⾧寿命化の基本的な方針○⾧寿命化の方針等を踏まえた施設整備と具体的な取り組み①非構造部材の耐震化①安心、安全な学校施設づくり②学習環境が充実した学校施設づくり①文部科学省の『小・中学校施設整備指針』に基づく学習内容・学習形態の多様化への対応③生活環境が整った学校施設づくり①校庭から玄関、教室、体育館への動線の段差解消のためのスロープの設置や手摺の整備④環境に配慮した学校施設づくり①断熱材や複層ガラスの更新による断熱性能の向上⑤⾧期間にわたって持続可能な学校施設づくり①⾧寿命化：計画的な改修により、従来の40～50年の更新サイクルを⾧寿命化対象施設で80年に、

第二学校給食調理場 管理調理棟 給食センター S 2 1,949 1993 H5 26 新 B B B B B 75
第二学校給食調理場 排水処理棟 給食センター RC 1 186 1993 H5 26 新 B B B B B 75
境第一学校給食調理場 管理調理棟 給食センター S 2 675 1997 H9 22 新 B B B B B 75

境第二学校給食調理場 管理調理棟 給食センター S 2 874 1998 H10 21 新 A B A B B 87
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平成３１年３月に建設工事が完了した第一学校給食調理場は、完了して間もないため調査対象外としました。
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◇施設整備の基本的な方針

◇実施スケジュールと概算事業費

平成28 年8 月に策定した「伊勢崎市公共施設等総合管理計画」において示された、「総

量の適正化」、「⾧寿命化の推進」、「効率的な管理・有効活用」を設定した上で、個別具

体的な取り組みを進めるとの方針に基づき、学校給食施設については「計画的な修繕、改修

による⾧寿命化」「将来的な児童数、生徒数の動向を考慮した統廃合や複合化、更新の検

討」に取り組むという基本方針に基づき、計画的な老朽化対策に取り組みます。年間およそ

２００日の給食調理を続けながら⾧寿命化改修工事をすることは、夏休み期間を除いては、

十分な期間を確保することができないため、衛生上も不可能であることから、学校給食施設

の整備については改築が前提となります。改築時期の児童生徒数の動向により、可能な限り

コスト削減に努め、統廃合を含めた改築を基本的な方針とします。

改築を計画する際には、調理場の調理能力を最大限生かした配送区域の見直しを行い、必

要最小限の建物とします。改築の周期は、一般的な調理機器類の耐用年数等を考慮し、調理

機器類の更新を実施した建物は築４０年、調理機器類の更新を実施しない建物は築３０年で

改築することとします。また、更新コスト削減を実現する手法の一つとしてのＰＦＩ手法と

管理コスト縮減を実現する手法の一つとしてのＰＰＰ手法の導入についても検討いたします。

•実施予定時期 令和１２年度～令和１６年度

•概算事業費 1,137,800,000円
第二学校給食調理場

•実施予定時期 令和１７年度～令和２１年度

•概算事業費 394,200,000円
境第一学校給食調理場

•実施予定時期 令和１７年度～令和２１年度

•概算事業費 510,200,000円
境第二学校給食調理場
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